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令和４年度第２回広島県自立支援協議会議事録 

 

１ 日   時 令和５年３月 23 日（木） 15：30～17：30 

２ 場   所 WEB，広島県庁北館２階第２会議室 

３ 出 席 委 員      石井会長，大田委員，岡本（智）委員，岡本（英）委員，柏田委員，加藤委員， 

橘髙委員，熊澤委員，近藤委員，永谷委員（代理出席：山口地方障害者雇用担当官） 

林委員，寳子丸委員，森木委員，彌政委員，横藤田委員，由水委員，米川委員， 

勝田委員，西丸委員，玉岡委員（代理出席：松浦主査），長谷川委員，玉木委員 

４ 議   題 議題 

(1) 令和４年度部会報告等について 

報告 

(1) 令和５年度広島県障害者支援課主要事業の概要について 

(2) 次期広島県障害福祉計画・障害児福祉計画の策定について 

(3) 令和４年度防災と福祉の連携による個別避難計画策定促進事業について 

５ 担 当 部 署      広島県健康福祉局 障害者支援課 計画・県立施設グループ 

TEL（082）513－3161（ダイヤルイン） 

６ 議   事 (1) 令和４年度部会報告について 

〇 資料 1-1 から 1-4 により障害者支援課から説明，各専門部会（医療的ケア児等

支援部会，相談支援・研修部会，就労支援部会，障害者差別解消支援地域協議会）部

会長から意見及び補足説明 

〇 質疑応答 

 

(2) 令和５年度広島県障害者支援課主要事業の概要について 

〇 資料２により障害者支援課から説明 

〇 質疑応答 

 

(3) 次期広島県障害福祉計画・障害児福祉計画の策定について 

〇 資料３により障害者支援課から説明 

〇 質疑応答 

 

(4) 令和４年度防災と福祉の連携による個別避難計画策定促進事業について 

〇 資料４により障害者支援課から説明 

〇 質疑応答 

 

(5)その他 

７ 決 定 事項 各議題の現状と課題について確認し，委員からの意見を参考に取組を進めることで

合意 

８ 主な意見等 (1) 令和４年度部会報告等について 

 〇医療的ケア児等支援部会 

   

 委員： ３ページの医療的ケア児者の支援に向けた環境整備の３について，対象

機関として２つの医療機関が挙がっているが、なかなか利用が進まないと

いうことを以前聞いている。現在はどうか。 

 

 事務局：  利用がまだ低調な状況が続いている。そういった状況も鑑みて，資料に

記載されている医療機関以外についても今後受け入れの打診等の取り組

みを進めていく予定となっている。 
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 委員： これまで（医療型短期入所事業の）利用件数が０だった尾道において，

去年は１名の利用実績があったと報告が上がっている。こういったサービ

スがあるということを，保護者や介助者に広報する必要がある。例えば，

今後設置運営される医療的ケア児支援センターにおいて大々的に宣伝す

るといったことができるのではないかと考えている。 

 

 〇相談支援・研修部会 

  

委員： 

  

先日，虐待防止に係るネットワーク会議があり，その中で職員等の研修

を受けた方へのアンケート結果の報告があった。多くの方がしっかりアン

ケートに答えており，アンケート結果は今後の研修のあり方等に繋がるの

ではないか。 

障害者自身が虐待について訴えるのは難しい部分もあるが，周囲が問題

意識を持ち，関わっていくことで虐待防止に向けて前進できるのではない

か。 

本人の意向や，外部の目によって虐待の事実を明らかにしたり，原因に

対応したりすることで虐待の減少につなげていけたらと思う。 

 

  

委員： 

 

相談支援専門員が精神障害についてあまり詳しくないといったケース

がみられ，不安に思っている。研修においては，精神障害についても専門

的に実施していただきたい。 

 

 

  

委員： 

 

ワーキンググループのメンバーについて，同じ方がずっと就任されてい

るという実態があるため，もう少し風通しを良くしたほうが良いのではな

いか。ファシリテーターについても，３年程度を目途に次の方へ変わるこ

とで，メンバーの質を上げることに繋げられないか。 

ファシリテーターを何年か担当したらワーキングに就任するといった

ことも視野に入れて考えてもらえたらと思う。 

 

 

 〇就労支援部会 

  

委員： 

 

24 ページの就労継続支援 A 型事業所については，22 事業所のうち６事

業所が基準を満たさなかったということか。22事業所全部が基準を満たさ

なかったということか。 

 

 事務局： 22 事業者のうち，６事業所が満たさなかったということである。 

 

  

会長： 

 

６事業所においても，監査を行った結果，適切であったということか。 

 

 事務局： そのとおりである。 

 



（第２回） 

- 3 - 

 

  

 会長： 市町のふるさと納税において，障害者就労施設等の事業所の製品を組み

込むことは可能か。 

 

 事務局：  ふるさと納税の取組については市町によって自主的に進められている

事業ではあるが，既にふるさと納税に障害者就労支援事業所の製品を取り

入れているところもある。 

 

 〇障害者差別解消支援地域協議会 

 

   

 委員：  17 ページの相談事例 10 番について，医療機関における視覚障害者の盲

導犬のことに関しては，初期対応をしっかりしなければと思う。 

 それに対し，14番については医療機関ではなく，何かの店舗における事

例ではないかと思うが，店員に重度の犬アレルギーがあるといった場合に

ついては，今後絶対に問題になる。盲導犬を連れた視覚障害者による，重

度の犬アレルギーがある店員に対する暴力だと言われることになるので

はないか。こういった事例について，現在，啓発等はどのようになってい

るか。 

 

 

 事務局：  盲導犬については基本的には入店を拒否することができないとされて

いるが，店員に重度の犬アレルギーがあることをわかったうえで無理やり

入店するということについては，盲導犬を連れた視覚障害者への合理的配

慮の提供の範疇かというと，判断が難しい。こういった事例については，

今後国から方針の共有があるかと思う。そういった方針を基に今後の対応

については考えたい。 

 

 

  

委員： 

 

障害の種別によって，それぞれ異なる特性を持っているため，それぞれ

に対応できるような相談支援専門員の育成に力を入れていただきたい。 

 

  

委員： 

 

障害者差別については，人権問題に関する意識が根本的に必要であると

思う。教育の現場において，もう少し力を入れていただけたらと思う。 

 

 会長：  認知症については，学校現場での教育が進んでおり，認知症地域支援専

門員が企業や学校において講演を行っている。障害者についても同様に教

育現場における啓発が進めばよい。 

 

  

委員： 

 

自分の病気を認知せず，自分の言うことが正しいと思っている方がお

り，相談を受ける際に困っている。障害者本人や家族が病状を認知し，受

け入れられるように精神科の医師と連携してほしい。 

 (2) 令和５年度広島県障害者支援課主要事業の概要について 
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 委員： ３の(5)の医療的ケア児支援センター運営事業について，おそらく民間

委託の公募が終わった時期かと思う。センターの運営については４月から

準備をして，７月から実際に事業を開始するとなると，委託先は決定して

いなければならないのではないか。現時点での進捗状況について伺いた

い。 

 

 事務局： 現時点では委託先は決定していない。決定次第，委員の皆様へは情報提

供させていただく。 

 

 (3) 次期広島県障害福祉計画・障害児福祉計画の策定について 

   

   

 委員： 前回の計画策定時もそうだが，人口動態とは関係なく数値目標が右肩上

がりに設定されている。市町ごとのニーズをしっかりと把握し，本当に必

要な数値を計画に落とし込んでいただきたい。 

昨今，就労継続支援Ｂ型事業所がどんどん増えている現状があり，福祉

サービスの本当に必要な数というのは，もとになるのはプランや計画の数

値だと思うので，丁寧に慎重に策定を行っていただきたい。 

   

   

 委員：  令和５年４月からこども家庭庁が設立され，障害児支援についても所管

される中で，「第３期障害児福祉計画」と，こども家庭庁や広島県において

策定される「子ども・子育て支援計画」との連携をしっかり行っていただ

きたい。 

 また，障害児のセルフプランについて，障害児相談支援専門員による作

成に切り替える必要がある。 

 平成 24 年から，通所支援のハードルが下がっており，このこと自体は

非常に良いことだと思うが，そのような中で，保護者によるセルフプラン

のまま，第三者の評価を受けることなく通所支援を受けさせるというケー

スがここ２，３年非常に多くなっている。セルフプランについて，障害児

相談支援専門員を経ることや，子どもの意見聴取について，次期の障害児

福祉計画に落とし込んでいただきたい。 

   

 (4) 令和４年度防災と福祉の連携による個別避難計画策定促進事業について 

 

   

 委員：  災害の種類や規模によっては，いくつかの市町が共同で対応する必要が

あるケースも出てくるはずなので，そういった将来像も見据えて事業を進

めていただきたい。 

 

９ 配 布資料 【資料 1-1】広島県障害者自立支援協議会「医療的ケア児等支援部会」令和４年度報告  

【資料 1-2】広島県障害者自立支援協議会「相談支援・研修部会」令和４年度報告 

【資料 1-3】広島県障害者自立支援協議会「就労支援部会」令和４年度報告 

【資料 1-4】広島県障害者自立支援協議会「障害者差別解消支援地域協議会」令和４年度報告  

【資料 2】令和５年度 広島県障害者支援課 主要事業の概要 

【資料 3】次期広島県障害福祉計画・障害児福祉計画の策定について 

【資料 4】令和４年度防災と福祉の連携による個別避難計画策定促進事業について 

【参考資料 1】第１０回すまいる大会決議文 
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【参考資料 2】広島県障害者自立支援協議会設置要綱 

 

 


